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経済安全保障ワーキンググループ（第１回） 

議事録 

 

１. 日時 

令和６年２月14日（水）10：00～11：00 

 

２. 開催方法 

WEB会議による開催 

 

３. 出席者（敬称略） 

構成員： 

山本隆司（東京大学大学院 法学政治学研究科 教授）、渡井理佳子（慶應義塾大学大学

院 法務研究科 教授）、相田仁（東京大学 名誉教授）、田島正広（弁護士、田島・寺西・

遠藤法律事務所 代表パートナー）、手塚悟（慶應義塾大学 環境情報学部 教授）、根本

直子（早稲田大学大学院 経営管理研究科 教授）、山内弘隆（武蔵野大学 経営学部 特

任教授） 

 

オブザーバ： 

内閣官房国家安全保障局、外務省、財務省、株式会社東京証券取引所、日本電信電話

株式会社、ＫＤＤＩ株式会社、ソフトバンク株式会社、楽天モバイル株式会社、ＬＩ

ＮＥヤフー株式会社 

 

総務省： 

竹内総務審議官、今川総合通信基盤局長、木村電気通信事業部長、渋谷総合通信基盤

局総務課長、飯村事業政策課長、柳迫事業政策課調査官、石谷事業政策課企画官、五

十嵐電気通信技術システム課長、金坂電気通信技術システム課企画官、山路国際戦略

局参事官、堀川投資審査室長、岡崎多国間経済室長、渡部事業政策課市場評価企画官、

小杉事業政策課課長補佐 
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【事務局（小杉）】  定刻を少し過ぎましたが、本日は皆様、御参加いただき、ありがと

うございます。ただいまから、経済安全保障ワーキンググループ第１回会合を開催いた

します。 

本ワーキンググループの事務局を務めます、総務省総合通信基盤局事業政策課の小杉

でございます。よろしくお願いいたします。 

本日は、ウェブ会議による開催とさせていただきます。一般傍聴につきましても、ウ

ェブ会議システムによる傍聴となります。このため、御発言に当たっては、お名前を冒

頭に言及いただきますようお願いいたします。また、ハウリングや雑音混入防止のため、

発言時以外はマイクをミュートにしていただきますようお願いいたします。 

資料については、資料１－１から資料１－３及び参考資料１－１から参考資料１－３

までとなっております。 

本ワーキンググループについては、主査として東京大学大学院法学政治学研究科の山

本教授が、主査代理として慶應義塾大学大学院法務研究科の渡井教授が、それぞれ通信

政策特別委員会の主査より指名を受けております。 

それでは、これ以降の議事進行は山本主査にお願いしたいと存じます。山本主査、よ

ろしくお願いいたします。 

【山本主査】  おはようございます。このたび本ワーキンググループの主査を務めるこ

ととなりました山本と申します。どうぞよろしくお願いいたします。 

私は、まだ２年経っていないのではないかと思いますが、情報通信分野における外資

規制の在り方に関する検討会という会議に参加し、そこでも取りまとめに当たりました。

そのときにも、外為法とＮＴＴ法との関係について検討し、また、ヒアリングも行いま

した。そのときには、当時の安全保障の観点から、現在の規制を維持するのが適切であ

るという結論を出したところですが、その後、安全保障に関する情勢がどのように変化

しているか、あるいは、事業者の方におけるニーズがどのように変化しているかといっ

た辺りを中心に、さらに検討を深めることができればと思っておりますので、どうかよ

ろしくお願いいたします。 

それでは、まず、本ワーキンググループの開催に当たりまして、総務省の竹内総務審

議官より御挨拶をいただきます。 

竹内総務審議官、よろしくお願いいたします。 

【竹内総務審議官】  総務審議官の竹内芳明でございます。 
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構成員の皆様におかれましては、御多忙のところ、本ワーキンググループに御参加い

ただき、誠にありがとうございます。 

情報通信審議会電気通信事業政策部会通信政策特別委員会におきまして、市場環境の

変化に対応した通信政策の在り方について御議論いただいており、先日、第一次答申が

取りまとめられたところでございます。総務省ではこの一次答申を踏まえて、制度的な

対応について、迅速に対応を進めていく予定としてございます。 

この答申におきましては、ＮＴＴに対する外資規制等の在り方を含めて、電気通信事

業における経済安全保障の確保について、さらに検討を深めていくべきとされたところ

でございます。 

これを踏まえまして、本ワーキンググループでは、ＮＴＴに対する総量規制や外国人

役員規制、また、ＮＴＴ以外の主要通信事業者に対する、これらの規制の在り方につい

て、構成員の皆様の御知見を賜れればと考えております。 

山本主査をはじめ構成員の皆様におかれましては、ぜひとも広範な観点から精力的な

御議論を賜り、具体的な対策についてお取りまとめいただくことをお願い申し上げまし

て、私の挨拶とさせていただきます。 

どうぞよろしくお願いいたします。 

【山本主査】  よろしくお願いします。 

それでは、早速議事に入ります。 

まず、議題の１つ目の本ワーキンググループの開催要綱（案）についてです。事務局

より、説明をお願いいたします。 

【事務局（小杉）】  事務局の小杉でございます。資料１―１を御覧ください。「経済安

全保障ワーキンググループ」開催要綱（案）としております。概要をかいつまんで御説

明いたします。 

検討事項は、外資規制の在り方、外国人役員規制の在り方、その他必要と考えられる

事項としております。 

構成員及び運営につきまして、本ワーキンググループの構成員等は、特別委員会主査

が指名し、別紙のとおりとするとされております。また、主査及び主査代理は、特別委

員会主査が指名するとされております。 

５番の議事・資料等の扱いについて御説明します。 

本ワーキンググループは、原則として公開といたします。ただし、公開することによ
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り、当事者又は第三者の利益及び公共の利益を害するおそれがある場合その他主査が必

要と認める場合については、非公開とするとされております。 

２ページ目を御覧ください。「経済安全保障ワーキンググループ」の構成員等になって

おりまして、山本主査はじめ、御覧の構成員になっておりますけれども、このワーキン

ググループの設置は、１月１９日に総務省が報道発表をしたところですが、その際から、

神保謙慶應義塾大学教授が追加となっております。 

本日は、神保先生は御欠席となっております。また、神保先生以外の皆様につきまし

ては、本日は御出席いただいております。 

オブザーバについては、内閣官房国家安全保障局、外務省、財務省、東京証券取引所、

その他、主要な電気通信事業者５社にオブザーバとして参加していただいております。 

資料１－１についての説明は以上となります。よろしくお願いいたします。 

【山本主査】  ありがとうございます。 

本ワーキンググループの開催要綱について、この案のとおりとしてよろしいでしょう

か。何かございますでしょうか。よろしいですか。 

ありがとうございます。それでは、開催要綱については、この案のとおりとさせてい

ただきます。 

それでは、次の議題に移ります。 

事務局より、本ワーキンググループの検討事項等について説明いただきます。その後、

各構成員の皆様からコメントをいただき、意見交換をさせていただければと思います。

それでは、事務局から、説明をお願いします。 

【事務局（渡部）】  ありがとうございます。事務局、総務省事業政策課の渡部でござい

ます。よろしくお願い申し上げます。 

まず、資料１－２に基づきまして、外資等規制による経済安全保障の在り方について

御説明をいたします。 

資料１ページ、目次を御覧ください。前半で、電気通信事業分野の外資等規制の概要

について御説明しました後、後半で、本ワーキンググループでの検討事項について御説

明いたします。 

それでは、３ページまでお進みください。日本の電気通信市場における外資等規制の

全体像でございます。 

電気通信事業者全般に関するルールを定める電気通信事業法におきましては、累次の
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規制緩和を経て外資等規制は全て廃止されておりまして、現在、外国投資家による電気

通信事業者の株式取得は一般法である外為法によって規律されております。外為法にお

いては、１％以上の個々の株式取得について、事前届出により個別審査を行う等の規制

がされてございます。 

ＮＴＴに関しては、外為法に加えまして、ＮＴＴ法において、外国人等の議決権割合

を３分の１未満とする出資規制、いわゆる総量規制と、日本国籍を有しない人は役員に

なることができない、外国人役員規制が設けられております。 

４ページを御覧ください。電気通信分野において、我が国では、外国人等の議決権割

合の総量を規制する外資規制につきまして、１９９４年に国際衛星通信事業者に対する

規制を撤廃、１９９８年にＷＴＯ基本電気通信サービスの自由化約束の発効に伴い、旧

第一種電気通信事業者に対する規制を撤廃するなど、一貫して自由化を進めてきた経緯

がございます。現在では、ＷＴＯの自由化交渉において留保し、２００１年（平成１３

年）に５分の１から３分の１に緩和されましたＮＴＴに対する外資規制を残すのみとな

っております。 

５ページを御覧ください。我が国では、電気通信分野以外にも、放送、電波、航空、

貨物の分野の個別法におきまして、外国人等による出資規制や外国人役員規制が設けら

れているところでございます。 

続いて、６ページを御覧ください。諸外国における通信事業に対する外資等規制でご

ざいます。個別法の有無など、国により様々ではございますけれども、例えば、オース

トラリアでは、旧国営事業体であるテルストラ社に対して、カナダでは、公衆電気通信

事業者に対して、個別法で外資総量規制及び外国人役員規制が設けられてございます。

また、米国では、公衆電気通信業務用無線局等の免許を取得する者に対して、それから、

韓国では、電気通信回線設備を設置する基幹通信事業者に対して、個別法で外資総量規

制が設けられてございます。 

欧州のイギリス、フランス、ドイツについては、個別法に基づく外資規制や外国人役

員規制は存在してございません。 

なお、各国とも、日本の外為法におけます対内直接投資の事前審査に相当する規律は

存在するところでございます。 

続いて、７ページを御覧ください。主な国際約束におけるＮＴＴに係る外資規制の留

保状況でございます。 
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ＧＡＴＳ、ＷＴＯ協定のほか、ＣＰＴＰＰなどの各国との投資関連協定におきまして、

ＮＴＴに対する出資規制と外国人役員規制について留保を設けております。留保してい

ない部分につきましては、我が国として国際的に自由化を約束しておりまして、仮にＮ

ＴＴ以外の事業者に対して新たな規制を設け、自由化が後退するということになる場合

には、こうした国際約束との関係で影響を受ける関係国との間で難しい国際交渉が必要

になると考えられます。また、これらの国際約束では、安全保障例外が認められる場合

もございますけれども、その該当の有無はケース・バイ・ケースで、慎重に判断する必

要がございます。 

続いて、８ページを御覧ください。ＮＴＴ法の基本的枠組みでございます。 

ＮＴＴ法では、ユニバーサルサービスの提供や基盤的技術の研究といった公共的な役

割をＮＴＴ持株やＮＴＴ東西の業務・責務として規定をしておりまして、それら業務・

責務を確実に遂行するための担保措置といたしまして、政府による株式保有義務や、事

業計画の認可などと並んで、外資等規制が位置づけられているところでございます。 

９ページを御覧ください。ＮＴＴ法の外資等規制の趣旨でございますが、ＮＴＴは、

電電公社から全国津々浦々の電柱・管路等を承継しておりまして、我が国を代表する基

幹的電気通信事業者として担う役割、特に我が国の安全の確保に対する役割を果たす上

で、その経営が外国の影響力に対して自主性を確保することが必要であるため、こうし

た規制が設けられているところでございます。 

ＮＴＴは、全国津々浦々の１,１８１万本の電柱や６２万キロメートルの管路といっ

た線路敷設基盤を保有しておりますが、このような規模の資産は、電電公社から承継し

たＮＴＴのみが保有する特別なものであるという指摘もされてございます。 

１０ページを御覧ください。電電公社が民営化された１９８５年当時は、固定電話や

メタル回線が中心でありましたが、その後の技術の進展等によりまして、現在では、通

信サービスはブロードバンドや携帯電話が中心に、電気通信設備は光ファイバや携帯電

話網が中心に変化してございますけれども、そうした中においても、これらの電気通信

設備の設置に必要となります線路敷設基盤の不可欠性に変わりはないところでござい

ます。 

１１ページを御覧ください。参考でございますが、ＮＴＴに対する外資等規制につい

ては、過去の情報通信審議会でも審議がされてございます。 

ＮＴＴに対する外資等規制が現在の形になった直後の２００２年（平成１４年）の答
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申におきましては、電気通信事業法における外資規制を撤廃したことにより、多数の外

資企業が参入しつつある状況を踏まえまして、国内外の電気通信事業者の自由な事業展

開を最大限確保しつつも、国の安全を損なうおそれのある外国からの直接投資について

は、それを阻止する最低限の規制は必要であるとの基本的考え方が示されております。 

その上で、ＷＴＯの合意が発行された今日において、外国資本の内容を問わず一律に

その総量を規制する伝統的な外資規制の復活、またはこれに類する規制を新設するよう

な、我が国が国際社会から疑いを持たれるような制度を導入することは選択肢としては

もはや取りえないとしまして、ＮＴＴに関しては、外為法に基づく厳正な審査に加えて、

ＷＴＯの国際約束において留保しておりましたＮＴＴ法における外資規制によって適

正に規律することで対応可能とされております。 

また、ＮＴＴの外資規制については、国の安全の確保の観点から、当分の間、これ以

上の緩和を行うことは適当ではないと当時はされていたところでございます。 

１２ページを御覧ください。こちらは冒頭、山本主査からも言及がございましたけれ

ども、一昨年に取りまとめが行われました総務省の情報通信分野における外資規制の在

り方に関する検討会でも、ＮＴＴ法の外資規制について検討が行われております。 

本ワーキンググループの主査の山本先生に座長を務めていただきましたけれども、Ｎ

ＴＴ法といった個別法と外為法の両者が相まって外国性を規律する現行の仕組みを維

持することは、基本的には妥当と考えられる。また、ＮＴＴ法に設けられている外資規

制である出資規制及び外国人役員就任規制の枠組みにつきましては、これまで有効に機

能してきたと考えられ、昨今の安全保障の動向を鑑みても、引き続き現行の枠組みを維

持することが適当との取りまとめをいただいております。 

続いて、１３ページを御覧ください。外国投資家による株式取得に関する外為法の規

律でございます。 

外為法では、外国投資家が、指定業種とされております通信事業を営む上場会社の

１％以上の株式を取得する場合に、事前届出が必要とされておりまして、事業所管大臣

及び財務大臣の審査により、国の安全を損なう等のおそれがある場合には、変更・中止

の勧告や命令が可能となっております。 

なお、※１にありますとおり、外国投資家とは、非居住者である個人等を指し、日本

に居住する外国人は規制対象外となってございます。 

また、※４にございますとおり、株式の取得のほかに、外国投資家自らまたはその関
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係者が役員に就任することについて、株主総会において同意する場合も、事前届出の対

象となっているところでございます。 

１４ページを御覧ください。外為法の事前届出の免除制度についてでございます。 

外為法では、１％以上の株式を取得する場合には事前届出が必要とされているところ

でございますが、１０％未満の株式取得については、役員に就任しない、事業譲渡等を

株主総会に自ら提案しない、非公開の技術関連情報にアクセスしないといった免除基準

の遵守を条件に、事前届出を免除する制度が設けられております。 

なお、電気通信事業法において登録が必要となる大規模な回線設備を設置する電気通

信事業につきましては、コア業種と指定されておりまして、取締役会に自ら参加しない

等の上乗せ基準も遵守することが、事前届出免除の条件とされてございます。 

続いて、１５ページを御覧ください。経済安全保障推進法の基幹インフラ役務の安定

的な提供の確保に関する制度の概要でございます。 

一昨年に成立しました経済安全保障推進法では、我が国の外部からのサイバー攻撃や、

サプライチェーンの過程で設備に不正機能が埋め込まれる可能性など、基幹インフラ事

業者が利用する設備を取り巻くリスクの高まりを踏まえまして、国が一定の基準の下、

規制対象とする事業、それから、事業者を指定し、指定された事業者が、重要設備の導

入・維持管理等の委託をしようとする際には、国に事前届出を行いまして、審査を受け

るといった制度が設けられたところでございます。対象事業には、電気ガス等と並んで、

通信が指定をされてございます。 

１６ページを御覧ください。通信分野における対象事業者でございますが、固定通信

や国際海底ケーブルの回線シェアの高さ、それから５Ｇの提供、さらにメッセージ交換

サービスの利用者数等を踏まえまして、こちらにございますＮＴＴグループ各社、ＫＤ

ＤＩ、ソフトバンク、楽天モバイル、ＬＩＮＥヤフーが指定されておりまして、これら

の事業者による重要設備の導入等が、国の事前審査の対象となるところでございます。 

１７ページを御覧ください。主要な電気通信事業者の外資比率でございます。 

直近ではおおむね２０％前後から３０％程度の外資比率となっておりまして、この水

準は、国内の上場企業の中では高めの水準となっているところでございます。 

また、ＮＴＴ持株の外国人議決権比率でございますが、２０１５年には３０％に達し

ておりましたが、直近では２０％程度というところになってございます。 

続きまして、本ワーキンググループでの検討事項でございます。 
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１９ページを御覧ください。総務省では、市場環境の変化に対応した通信政策の在り

方につきまして、昨年８月に情報通信審議会に諮問し、これまで御審議をいただいてま

いりました。一番下のスケジュールにございますとおり、昨年１２月から本年１月まで

のパブリックコメントを経まして、先週までに第一次答申及び「今後更に検討を深めて

いくべき事項」についての論点整理を取りまとめていただいております。 

「今後更に検討を深めていくべき事項」について、本ワーキンググループを含めて、

新たに設けたワーキンググループで検討いただきまして、本年夏頃までに取りまとめを

お願いできればと考えてございます。 

２０ページを御覧ください。これまでの情報通信審議会における検討におきましては、

特に通信政策として確保すべき事項として、ユニバーサルサービス、公正競争、国際競

争力、経済安全保障の４つの視点から御議論をいただきまして、第一次答申では、国際

競争力強化の観点から、「速やかに実施すべき事項」について提言をいただいております。 

その内容につきましては、まず、２１ページを御覧ください。 

第一次答申におきましては、ＮＴＴの研究開発の自律性を高めるため、ＮＴＴ法によ

ってＮＴＴに課されている研究の推進責務及び研究成果の普及責務を撤廃することに

ついて、「速やかに実施すべき事項」として提言をいただきました。 

また、本ワーキンググループでの今後の検討事項に関連する項目といたしまして、グ

ローバルな観点での経営により国際展開の強化を図るため、ＮＴＴの外国人役員規制に

ついて、外国人役員を一切認めない規制から、代表者でないこと、それから、役員の３

分の１未満に緩和をするということにつきましても、「速やかに実施すべき事項」として

提言をいただいてございます。 

続いて、２２ページを御覧ください。その他の事項につきましては、「今後更に検討を

深めていくべき事項」として論点を整理いただいておりまして、経済安全保障の確保に

関連しました論点１１の外資規制、それから、論点１２の外国人役員規制が、今後、本

ワーキンググループで検討をお願いする内容となります。 

２３ページを御覧ください。これまでの情報通信審議会における検討で整理をいただ

きました論点を御説明いたします。 

まず、外資規制につきましては、現状と課題は前半で御説明したとおりでございます

が、論点といたしまして、まず、ＮＴＴに対する個別審査と総量規制がございます。 

ＮＴＴについて、外為法の個別審査とＮＴＴ法の総量規制が相まって外資から保護を
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図ってきた、これまでの在り方についてどう考えるかというものでございます。 

その際には、外為法とＮＴＴ法では目的と手段に差異があり、外為法は、日本に居住

する外国人は規制対象外となる一方、ＮＴＴ法は、全ての外国人が規制対象となること、

また、外為法の個別審査は、ＮＴＴの外資比率と無関係に不適切な投資を防止できるの

に対して、ＮＴＴ法では、閾値を超える投資はその内容に関係なく防止できること、ま

た、諸外国における状況なども踏まえる必要があるということでございます。 

続いて、２４ページを御覧ください。外資規制の２つ目の論点といたしまして、ＮＴ

Ｔ以外の主要事業者に対する規制がございます。 

先ほどの論点で、ＮＴＴについて、個別審査に加えて総量規制も引き続き必要と考え

る場合に、ＮＴＴ以外の主要な電気通信事業者に総量規制を課すことについてどのよう

に考えるのか、また、主要事業者の範囲についてどう考えるかというものでございます。 

こちらにつきましては、ＮＴＴが電電公社から承継した線路敷設基盤が特別な資産で

あり、外資から保護することが特に必要との考え方もあること、他方で、ＮＴＴ以外の

事業者について、経済安全保障推進法で指定されているということ、さらに、ＷＴＯ等

の国際約束との関係で、国際交渉や安全保障例外について慎重な判断が必要なことなど

を踏まえる必要がございます。 

なお、これらの論点については、これまでの情報通信審議会での議論をまとめたもの

でございますので、特に国際約束との関係につきましては、今後、外務省を含めまして、

政府内で関係省庁ともよく相談をしながら整備を進めていく必要があると認識してお

ります。 

続いて、２５ページを御覧ください。外国人役員規制についての論点でございます。 

こちらも現状と課題については前半で御説明したとおりでございますが、論点として、

まず、ＮＴＴに対する規制がございます。ＮＴＴの外国人役員規制は、代表者でないこ

とと、役員の３分の１未満に緩和するということを既に第一次答申で提言いただいてお

りますけれども、他の代替措置を講ずることの可否を含め、さらなる緩和や撤廃をする

ことについてどう考えるかというものでございます。 

また、２つ目の論点としまして、ＮＴＴ以外の主要事業者に対する規制がございます。

ＮＴＴ以外の主要な電気通信事業者に外国人役員規制を課すことについて、外資規制の

場合と同様に、国際約束との関係等を踏まえまして、どのように考えるか、また、主要

事業者の範囲についてどう考えるかというものでございます。 
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続いて、２６ページ、２７ページでございますけれども、こちらは開催要綱と重複い

たしますけれども、以上御説明しました論点につきまして、こちらにお示しした経済安

全保障ワーキンググループの体制において御検討をお願いできればと考えてございま

す。 

資料１－２につきましては以上でございまして、続けて、資料１－３について御説明

を申し上げます。 

ただいま御説明した論点整理の取りまとめに当たって実施しました提案募集、パブリ

ックコメントにつきまして、本ワーキンググループで御検討いただく外資規制及び外国

人役員規制に関連する部分の概要と結果を御紹介いたします。 

１ページを御覧ください。提案募集では、昨年１２月２８日から本年１月２２日まで

行いまして、計２９件の御意見が提出されております。 

３ページまでお進みいただきまして、まず、論点１１の外資規制に関して提出された

主な意見でございます。 

ＮＴＴに対する個別審査と総量規制に関しては、ケーブルテレビ連盟やソフトバンク

から、ＮＴＴが保有する資産の性格に鑑みて、ＮＴＴは外資から保護することが特に必

要、ＮＴＴ法による総量規制は今後も継続すべきとの御意見がございました。 

また、ＮＴＴ以外の主要事業者に対する規制に関しましては、ＮＴＴからは、ＮＴＴ

法で当社だけを守っても無意味であり、外為法に限らず、その他の法令も広く検討しな

がら、主要通信事業者全体を対象とする仕組みを検討すべきとの御意見、他方で、ソフ

トバンクやＫＤＤＩからは、ＮＴＴ以外への外資規制には反対、ＮＴＴの保有する特別

な資産の保護は別格で扱われるべきとの御意見がございました。 

続いて、４ページを御覧ください。論点１２の外国人役員規制に関して提出された主

な意見でございます。 

ＮＴＴに対する規制に関しましては、ＮＴＴから、第一次答申における規制緩和の方

向性について賛同するとともに、今後の議論は、外資規制の在り方と併せて検討すべき

との御意見、ＫＤＤＩやソフトバンクからは、更なる緩和や撤廃は慎重な検討が必要、

引き続き一定の外国人役員規制が必要との御意見がございました。 

また、ＮＴＴ以外の主要事業者に対する規制に関しては、ＮＴＴからは、主要通信事

業者全体を対象に検討することが必要、他方で、ＫＤＤＩやソフトバンクからは、ＮＴ

Ｔの保護は別格で扱われるべき、ＮＴＴ以外への外国人役員規制は、ＮＴＴに対する規
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制の一部緩和方針と逆行するものであり、不適切といった御意見がございました。 

以上のような関係者からの御意見も踏まえつつ、今後の御議論をお願いできればと考

えているところでございます。 

なお、本ワーキンググループの次回の会合では、主要事業者へのヒアリングを行う方

向で調整をしておりますので、各事業者の御意見や実態等については、その際に詳細を

御確認いただくことも可能かと考えてございます。 

事務局からの説明は以上でございます。どうぞよろしくお願い申し上げます。 

【山本主査】  ありがとうございました。 

それでは、今回は初回の会合でございますので、まず構成員の皆様から五十音順で御

挨拶と、ただいま事務局から説明をいただきました内容について、御質問、御意見があ

ればお願いできればと思います。 

それでは、相田構成員からお願いいたします。 

【相田構成員】  親会にも参加させていただいています相田でございます。 

私は技術屋でございますので、持株比率何％まで大丈夫なのかとかいうテクニカルの

ところについてはよく分からないんですけれども、技術屋として、今回、このワーキン

ググループのメインの課題となっております外資規制、外国人役員規制とはちょっと離

れるかもしれませんけれども、気になっている点を２点ほど申し上げさせていただきた

いと思います。 

１点目が、線路敷設基盤の件で、事務局さんの資料１－２の１０ページ目でございま

す。この青緑で書いてある部分、電気通信設備については、明示的に勝手に処分しては

いけないというような規制がＮＴＴさんに対してかかっているわけですけれども、その

下のえんじ色の線路敷設基盤に関してはそういうものがないということで、これを勝手

に処分されることを守るのが、それこそ外資規制しかないというような状況でございま

す。 

ＮＴＴさんは、通信以外の事業もやりたいというようなことをおっしゃっていて、こ

の局舎ですとか、とう道というようなものにそういう設備を置かれてしまうと、他事業

者さんがコロケーションするようなスペースがなくなってしまう可能性もあるという

ことで、外資規制とは別にというのでしょうか、もう少し明示的にそこのところを保護

するようなルールというのを考えてもいいのではないかというのが１点目です。 

２点目が、いわゆるサプライチェーンということになるかと思います。これはどちら
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かというと経済安全保障推進法のほうで扱うものかと思いますけれども、昨今、半導体

不足あるいは銅不足というようなものが問題になっていて、ＰＡＳＭＯの販売停止です

とか、あるいは、電源ケーブルがなかなか手に入らないというようなことがあるわけで

すけれども、ＮＴＴさん以外の通信事業者も含めて、そういう外国からのサプライが止

まることによって通信設備の維持ができなくなってしまうというようなことを避ける

ためにどうしたらいいのかということを少し考えてもいいのではないかなと思ってお

ります。 

私からは以上でございます。 

【山本主査】  ありがとうございました。 

それでは、田島構成員、お願いします。 

【田島構成員】  御指名いただきました弁護士の田島正広と申します。どうぞよろしく

お願いいたします。 

私も昨年、親会のほうで御縁を持たせていただきまして、お話をさせていただいたと

ころでもございましたが、本日のこのテーマに関して、若干申し上げますと、まず１つ

目、基本的には御説明いただいたところと同様の論旨になりますが、外為法による規制

で、ＮＴＴ法の規制を代替できるのかというところについては、目的も違いますし、規

制の仕方も違うため、難しいところがあると考えます。両規制が並立する意義が存在す

ると考えています。 

それから、ＮＴＴ法における規制の在り方についてですが、既に御指摘いただいてい

るように、ＮＴＴが管路・とう道・電柱等の線路敷設基盤というものを承継した基幹的

電気通信事業者であるという点が、重要な意味を持っていると思っています。 

電気通信事業者としての部分につきましては、広く自由競争の対象として、自主的に

技術革新に取り組んで、その成果は知的財産として保護されるべきという話に当然なっ

てくると思うのですが、一方で、線路敷設基盤という部分に関しては、先ほど相田委員

からの御説明にもありましたとおり、やはり経済安全保障の観点からの保護の必要性と

いうものが非常に顕著に存在すると考えています。 

この点、この線路敷設基盤の部分のみを、例えば、ＮＴＴから切り離して別会社とす

るような形、こういうことがもし取れるのであれば、この規制の緩和の方向性の中で両

立していくことはあり得ると思われますが、それは、国際交渉における例外措置の部分

を新たに認めさせることを伴うことにもなってくると思います。その実現可能性、ある
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いは、それが本当にどのくらいの期間をかけて実現するのか全く不透明であるというこ

とにも照らすと、なかなかそういった提案はしづらいのだろうと考えます。 

その意味では、現行法制度を生かしながら、ＮＴＴにおいて、どのような実際の必要

性があり、それをどうすれば生かしていくことができるのかという観点から、漸進的な

法改正というのを考えていくのがいいのではないかと考えています。 

この点、外資規制としては、株主総会における特別決議を実現し得る３分の２以上の

多数を確実に確保するために、外国人投資家については３分の１未満にするという現状

の規制は、経済安全保障の観点から非常に説得力があると思っています。 

それから、外国人の役員規制については、やはり有為な人材を広く外国人からも登用

する必要性はもちろんあり、また、外国投資家による出資を誘引して事業の発展を図り、

同時に、その福利を広く国民に還元するためにも、一定割合では緩和するべきと考えま

す。経済安全保障の観点から会社の支配権を確実に確保するためには、代表権がない平

取締役として取締役総数の３分の１未満程度の人数枠にて外国人取締役を容認すると

いうのが、現段階では合理性を持っていると思っています。 

ただ、将来的には、制度の安定的な運営を見極めながら、取締役総数の２分の１未満

までは、代表権のない形で開放する余地はあり得ると個人的には思っています。 

ところで、ＮＴＴ以外の事業者において、この外資規制、外国人役員規制を導入する

べきかという部分に関しては、これらの規制はＮＴＴの特殊性、すなわち基幹的な事業

者として線路敷設基盤等を所有するという特殊性からの議論がベースになってのもの

と理解していますので、その意味で、ＮＴＴと平仄をそろえて規制をするというのは、

時代に逆行する流れであり、国民的・国家的利益にもかなわないのではないかと考える

次第です。 

以上が私からの意見になります。どうぞよろしくお願いします。 

【山本主査】  ありがとうございます。 

それでは、手塚構成員、お願いします。 

【手塚構成員】  慶應の手塚でございます。 

私も技術のほうから、経済安全保障などを見ているという立場でございまして、まず

一つ、今日の御説明の中で、今お二方の先生方が言っていた内容というのは、もう本当

にそのとおりだと思っているのですが、６ページのところで、各国の規制方法、こうい

うものが挙がっているわけです。このときに、一体各国ではどんな課題がまた潜んでき
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ているのかというところを、分かる範囲で結構なので、ぜひ調べるなりしていただいて、

みんなでその内容を共有するということは、今後、ＮＴＴ法をどういうふうに持ってい

くのかという点では、非常に資する内容かなと思いますので、ぜひそこは私も勉強させ

てもらいたいと思っていますので、よろしくお願いしたいと思います。 

そういう中で、経済安全保障という視点では、やはり技術的な視点から言いますと、

通信分野というものがいかに大事かというのはもう言わずもがなでございますが、その

中で、やはりサプライチェーン、先ほども相田先生のほうからも出ましたが、そこのと

ころは非常に重要なポイントかと思っています。 

そのグローバルサプライチェーンを考えたときに、各国と当然連携し合うという、こ

こに挙がっている各国とは相当連携する。ライク・マインデッド・カントリーズの考え

方からして、そうなっていくと思うのですが、そのときに、他国から日本に対して、こ

れでは一緒に組めないと言われてしまうようなことが起きないようにするにはどうす

るかという点は、非常に大事な視点かと思います。それと、当然、国内をきちっと安全

保障の視点から守るというところの、そこのバランス、これをどのように取るのかとい

うところが最大のポイントかなと思っていまして、そういう点で、ぜひこの内容につい

ては、しっかりと議論させていただいて、あるべき姿を含めて検討していきたいと思っ

ています。 

それと、ＮＴＴ以外の点につきましては、先ほど田島様のほうから御意見が出たとお

り、私も、全くＮＴＴと他の者が同等のような規制をするという点は違うのではないか

と思っておりまして、敷設設備等、ここは非常に重要なポイントかなと思っていて、会

社、ＮＴＴそのものをそういう視点でどのように捉えるのか、これはほかの分野で言え

ば、電力などでも、配電の部分をどうするかとか、いろいろな検討が他の分野でもされ

ていると思います。そういう点も踏まえて、どうあるべきかというのも検討の一つの対

象にもしながら、このＮＴＴ法の改正というところをどうあるべきかを見ていく必要が

あるかなと思っています。 

以上でございます。 

【山本主査】  ありがとうございます。 

それでは、根本構成員、お願いします。 

【根本構成員】  早稲田大学経営管理研究科の根本と申します。 

私の専門は、コーポレートガバナンス、それからＥＳＧ投資です。今、手塚先生もお
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っしゃっていたのですけれども、私もバランスというところに非常に関心を持っていま

す。というのも、外資の規制というのが今回テーマですが、多くの外国人投資家という

のは、そういう何かを乗っ取ろうとか、経営を左右したいというよりは、本当に純粋投

資としてやっている。そしてまた、最近はパッシブ投資というのが主流で、一定の時価

総額に応じて、かなり広く企業に投資するという形をしていますので、そういう資金の

健全な流れとか、あるいは、外資による市場の規律、コーポレートガバナンス強化とか、

そういうプラス面もぜひ考えていただきたいなという気はします。それと非常に重要な

経済安全保障という問題とどうバランスを取っていくのかというところが問題かと思

います。 

今のＮＴＴさんに関する総量規制と外為法での個別審査というのは、私から見ると、

比較的目的に沿って有効に機能しているのではないかと思えますが、一方、事業者さん

にとって、こうした規制が、何か現実的に問題が起きているのかというようなことは、

もう少し伺ってみたいと思っています。 

それから、外国人役員のところなんですけれど、御承知とは思いますが、コーポレー

トガバナンスコードでも、役員の多様化、性別及び国籍、こういったものを重視してい

まして、ＮＴＴさんのガバナンス報告書を読むと、そこのところは、この規制によって、

外国人を含める多様化が難しいということは書かれていることは認識しています。コー

ポレートガバナンス強化、それによる経営のグローバル化とか、こういったものに、若

干今の規制が制約となっているという印象は持っています。では、どのくらいの緩和が

望ましいのかというところは、もう少し事業者さん等のお話なども伺って考えたいと思

っております。 

私からは以上でございます。 

【山本主査】  ありがとうございます。 

それでは、山内構成員、お願いします。 

【山内構成員】  山内でございます。 

今日はいろいろ論点の整理ということなんですけども、今もかなり委員の方から御意

見ございましたけれども、資料１－２の２２ページ、「今後更に検討を深めていくべき事

項」というのを見ると、これは私のほうでやっている特別委員会の親会のほうの全体を

見渡した議論なんですけれども、今日、この会は経済安全保障でこれを議論しているわ

けですけれども、これを御覧いただくと、やはりこの問題と他の論点というのは密接に
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関係してくるわけですよね。安全保障のためにこうだということと、それから、適切な

競争のためにこうだということとか、そういうような点も注意しなければいけないので

はないかなと思っておりまして、これは全体の親会の主査という立場から、皆さんにお

願いをしたいのは、そういった点も考慮に入れて、いろいろ議論していただくのがいい

のかなと思っております。 

特に私が何かこの方向性を出すということではないと思いますので、一応今の点を指

摘して、私からの御挨拶にさせていただきます。ありがとうございます。 

【山本主査】  ありがとうございました。 

それでは、渡井構成員、お願いします。 

【渡井主査代理】  ありがとうございます。慶應義塾の渡井理佳子と申します。 

私は行政法が専門で、これまでアメリカの対内直接投資規制の研究をしてまいりまし

た関係で、総量規制に関して３点申し上げます。 

まず第１に、総量規制の根拠であるＮＴＴ法の６条は、外国人や外国政府などの議決

権割合を３分の１未満とすることに加えて、３分の１を上回った場合には名義書換を拒

否すると定めておりますので、株主の重要な権利を大きく制約するものとなっておりま

す。 

これは、やはり電気通信事業が市民生活に不可欠なインフラであり、国の安全に関わ

ることから、外国人等がＮＴＴの経営上の意思決定に一定以上の影響力を及ぼすことの

制限を目的とするものであって、この点が規制の保護法益であると理解しております。

これは、経済安全保障がクローズアップされる今日でも、引き続き重要な価値であると

言うことができるはずです。そこで、総量規制によって経営の自主性が確保されてきた

ということは、ＮＴＴ様からもまたヒアリングで御教示を賜りたく思いますけれども、

評価できる面もあったのではないかと拝察申し上げております。 

そこで、第２点として、ＮＴＴの経営の自主性を確保するための外資規制をいかに設

けるかという問題が出てまいります。 

総量規制は、３分の１というように、一定の比率を設けて客観的にするものですが、

これは公共性の高い産業について、外国の参入に一定の歯止めをかけようとするもので

す。 

これに対して、外資規制のうちの投資規制は、個別の投資計画を審査するものです。

外為法は、先ほどの御説明にもありましたとおり、投資家の国籍ではなく、居住要件に
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注目した審査となっております。もちろん、外為法によって日本の安全保障を害する投

資家を排除することは可能ですが、経営上の観点を踏まえて審査する制度ではないだけ

に、日本の電気通信事業が適切に確保され続けていくかどうかについて、外為法によっ

て十分に担保できると言い切れるかには、懸念を持っております。 

そこで、ＮＴＴ法の総量規制を外為法の投資規制によって代替することは難しいので

はないかと考えます。これは、仮に外為法を強化して、例えば、電気通信事業者に対し

て事前免除を排除するという策を取ったとしても同じはずです。そして、外為法を強化

した場合には、資本移動の自由化の原則をはじめ、国際協定との整合性が問題となるで

しょうし、さらには、日本政府の投資をめぐる政策との整合性も問われることになるの

ではないかと思っております。 

最後に、第３点としましては、既に御議論にも出ております海外の法制度との比較の

問題がございます。 

確かに、今日の資料からは、総量規制は主な規制手法ではないようにも見えます。し

かし、例えば、アメリカの外為法に相当する規制は、外為法とは違って国籍にも注目し

たものですし、投資計画に対して大統領が中止を命じた場合には、司法審査の対象外と

するという非常に強いものです。さらに、アメリカの電気通信事業者の免許の付与に関

しては、安全保障の見地からの審査体制が整えられたところでございます。 

いろいろ思いつきを申し上げましたが、国際情勢を踏まえますと、通信事業の適切な

運営の確保のためには、ＮＴＴ法の総量規制は引き続き重要であると考えております。

３分の１という数字を緩和できるかどうかは、会社法との関係も問われてくると考えま

す。 

このほか、もちろん、ＮＴＴ以外の事業者様について総量規制は必要かどうかという

問題もございますし、特別な資産の問題をどのように評価するとかということについて

も、これを機に改めて検討しておかなければならないものと存じます。 

以上でございます。ありがとうございました。 

【山本主査】  ありがとうございました。 

本日はまず初回ということで、今御指摘いただいた一つ一つの点についてさらに掘り

下げることまではいたしませんけれども、このワーキンググループのミッションとされ

ている論点につきましても、ただいま既に御意見をいただいておりますし、他の論点と

の関連性にも注意が喚起されましたし、諸外国の状況の分析の必要性にも指摘がござい



 -19- 

ましたし、さらに幅広く関連するテーマも考えていかなくてはいけないのではないかと

いう御意見もございまして、非常に多岐にわたる御意見をいただきましたけれども、次

回以降、さらにそれを詰めていければと思っております。 

そして、特に事業者の皆様からいろいろ聞いてみたいことがあるという御意見もござ

いました。これは次回、ヒアリングが行われるものと承知しております。 

それから、関連する外為法等の制度の問題がございますので、関係省庁の皆様からも

適宜情報をいただきたいと思っております。 

それでは、本日御参加いただいておりますオブザーバの皆様から、もし御発言がござ

いましたら、チャットでお知らせいただきたいと思いますけれども、いかがでしょうか。 

それでは、外務省経済局サービス貿易室様からですか、お願いします。 

【外務省】  おはようございます。外務省経済局のサービス貿易室長、青竹と申します。

よろしくお願いいたします。 

本日はありがとうございました。 

１点だけ、資料１－２の２４ページのところで、こちらの資料は審議会の過去の議論

を基にしたと伺っており、内容について外務省に確認いただいたものではないと理解し

ています。ＷＴＯ等の国際協定上の例外措置として追加的な留保が可能か否かについて

数年を要する可能性のある国際交渉が必要となるという点は間違いではないのですが、

国際交渉に数年かかるだけということではないので、少し補足できればと思います。 

国際交渉の必要性は、ＷＴＯだけではなくて、他の協定にもあるのですが、ＷＴＯの

ＧＡＴＳの場合について述べさせていただくと、仮にＮＴＴ以外の事業者に新たな外資

規制を課すことについて追加的な留保を行う場合には、これまで約束していた自由化の

撤回になりまして、これによって影響を受ける他の加盟国は、日本に対して補償的調整

について交渉を求めることができることになります。補償的調整というのは、金銭的な

ものではなく、日本の他の分野を代わりに自由化することになります。 

そのため、先方の国がどのセクターを求めてくるか分からないのですが、他の加盟国

から何を求められるかにもよりますが、日本が他のセクターを代わりに自由化できるか

どうか、代替的補償を受け入れられるかどうか、その交渉が数年を要することで成立す

るかどうかも現時点では予断できないと考えているところ、補足させていただきます。 

以上です。 

【山本主査】  ありがとうございます。非常に重要な御指摘だと思いますので、その点、
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注意をしたいと思います。 

ほかに、いかがでしょうか。 

ＫＤＤＩ、山本様、お願いします。 

【ＫＤＤＩ】  ＫＤＤＩ、山本です。本日はありがとうございます。 

外資規制あるいは外国人役員規制というのは非常に重要な論点ですので、丁寧に御議

論いただければと思います。 

あと、国民生活にとっての安心・安全という観点を幅広にという意味であれば、この

論点に加えて、これはその他ということになるのかもしれませんが、例えば、災害時や

有事など、国民生活が脅かされるような非常時とか緊急事態における通信役務の確保と

いった論点も、御議論いただく必要があるのではないかなと思います。こちらは、平時

におけるユニバーサルサービスの議論というよりは、やはり非日常とか緊急事態を念頭

に置くことになりますので、経済安全保障の延長線上に位置づけられるのではないかな

と思います。この辺り、抜け漏れのない御議論をいただければとお願いしたいと思いま

す。 

以上でございます。 

【山本主査】  ありがとうございます。 

関連する論点が、非常に多岐にわたっているということについて先ほど来御指摘がご

ざいましたけれども、このワーキンググループでまずまとめなくてはいけないことがご

ざいますので、テーマについては、ここで議論すること、あるいはもう少し長期的に議

論することなど、整理した上で進めてまいりたいと思います。非常に貴重な御指摘をい

ただきまして、ありがとうございます。 

ほかにございますでしょうか。よろしいでしょうか。 

それでは、本日の議論はここまでとさせていただければと思います。 

最後に、事務局より、今後の予定につきまして、御説明をお願いいたします。 

【事務局（小杉）】  事務局でございます。 

次回会合については、先ほど申しましたとおり、ヒアリングを予定しておりますが、

日時等については別途御連絡させていただきます。よろしくお願いいたします。 

【山本主査】  ありがとうございます。 

それでは、本日はこれにて閉会いたします。どうもありがとうございました。 

以上 


